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〔要　　　旨〕

わが国の人口は特定の地域への集中が続く一方，移住を検討する人や移住促進政策を利用
して移住した人は増加傾向にある。こうした人口移動をめぐる構造変化の兆しは，社会経済
的環境の変化や移住促進政策の強化によってもたらされたと考えられる。この変化の兆しの
なか，国の総合戦略では移住にかかる基本目標を設定したが，都道府県版総合戦略では地域
の実態を踏まえ，多様な数値目標や重要業績評価指標（KPI）の設定が確認できた。
移住者が多い鳥取県鳥取市において，こうした変化の兆しのもとで展開する移住促進政策

の特徴は，他の関係団体との連携のもとで構築された重層的な支援体制，切れ目のない，継
続した支援の実施，移住者の定着重視，地元住民の関与である。これらが，移住者と移住先
社会とを調和させる効果を持ち，移住者の増加や定着に寄与している。
移住促進政策の課題は，KPIを設定したことにより，移住者獲得をめぐる競争激化や移住

者の定着失敗につながりかねない懸念があることである。

移住促進政策の変遷と課題
─鳥取県鳥取市の事例を踏まえて─
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分析は以下の手順を追った。１～２節で

は，日本における人口集中と移住者の増加

の実態から，人口移動構造に変化の兆しが

あることを指摘し，社会経済的環境や政策

効果が一定程度寄与していることを議論す

る。そして，16年３月までに公表された都

道府県版総合戦略から移住に関する取組み

を分析する。３～４節では，鳥取県鳥取市

における移住促進政策を分析しつつ，移住

促進政策の課題を検討する。
（注１） 本稿では，阿部・小田切（2015），小田切ほ
か（2016）を参考に移住を定義した。①の条件は，
国境を超える移住に比べ，移住の障壁（法的手
続，言語，習慣など）が低いものの，同一市町
村内や同一都道府県内に比べ，生活様式や人間
関係を移住先に適合させる必要度が高まり，政
策支援がより求められる移住と考えられるため
設定した。また，②の条件は，企業立地・移転
など，会社側の事情による従業員の半永久的な
移住が強制される場合も含む。企業立地や移転
を促進する取組みが，移住者の呼び込みと相互
補完する関係にあるためである。

1　人口移動をめぐる構造変化の
　　兆しと移住促進政策の変遷　

（1）　強まる人口の集中と増加する

移住者

わが国の人口分布の変化をみると，特定

の地域へ人口が偏る度合いが増しており，

このことは都道府県別にみた人口集中度合

いの格差を示す人口分布ジニ係数が長期的

に上昇していることからも確認できる（第

１図）。こうした現象は，経路依存性の理論

（ピアソン（2010））から説明できる。この理

論は，過去のある時点での政策決定・選択

や，それによって形成された社会経済制度

はじめに

日本各地で直面する人口減少による地域

の持続・活性化に関する諸問題への解決策

の一つとして，人口集中を分散させる移住

の取組みが積極的に展開されている。最近

では，2014年11月に「まち・ひと・しごと

創生法（以下「創生法」という）」が成立し，

地方創生の取組みがスタートした。創生法

に基づき策定された国の総合戦略では，企

業立地や人口の集中解消に向けて地方移

転・移住を目標の一つに掲げ，期限を定め

た減税や移住促進に関連する多数の補助・

支援政策を展開している。

そこで，本稿は，移住を意思決定させる

社会経済的環境と移住促進政策がどのよう

に変遷してきたかを取りまとめ，地方創生

開始以前から移住促進に取り組んできた自

治体の事例を踏まえながら，地方創生によ

って移住促進政策を推進するうえでの諸課

題を考察する。

本稿で議論する移住は政策支援対象に焦

点を当てるため，①国内かつ都道府県間移

動，および②移住促進政策を利用した，も

しくは進学，就職，一時的な転勤命令を除

く自発的な意思を契機とする移動
（注1）
，と限定

する。なお，移住を厳密に定義すると，恒常

的な住まいを移し，そこに定住し続けるこ

ととなるが，移住促進政策では定住場所を

移動させることに力点が置かれているため，

何年定住すれば移住したとみなすか，とい

った移住の厳密さは問わないこととする。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2016・5
20 - 260

内閣府の世論調査「東京在住者の今後の移

住に関する意向調査」（14年８月調査）では，

東京在住者の約４割が移住予定，または移

住を検討したいと思っていることがわかっ

ているほか，同「農山漁村に関する世論調

査」で，都市住民の農山漁村への定住願望

は，14年に31.6％と，05年の20.6％から10ポ

イント以上上昇している。また，NPO法人

ふるさと回帰支援センターによる調査結果

（16年２月15日付ニュースリリース）では，15

年の面談・セミナー参加者数，電話等問合

せ件数の合計は2.1万件と，08年（0.2万件）の

10倍に増加し，セミナー開催件数も302回

と08年（54回）の６倍に達するなど，移住

に対する関心が間違いなく高まっているこ

とを示している。

また，全国移住者数調査を実施した阿

部・小田切（2015），小田切ほか（2016）は，

一部の府県でデータ未収集はあるものの，

09年度には2,842人だった移住者は年々増

加し，14年度には11,735人と５年間で約４

倍に増加したことを初めて明らかにした

（第２図）。これらの研究では，移住者を①

県外から転入した人，かつ②移住相談の窓

口や中古住宅を活用する「空き家バンク」

などの支援策を利用した人またはその他の

方法で行政により把握されている人で，行

政窓口で把握可能だった転勤や進学等で一

時的に転入した人を除外した数字と定義し

た。また，年度によってデータ収集ができ

なかった県や市町村も含まれ，行政の介入

なしに移住した人は数字に含まれないとい

う移住の対象範囲を限定した調査結果であ

が，政治的・社会的な環境（初期条件）が変

化しても，時間の経過とともに次第に変更

されにくくなる（＝慣性）というものであ

る。この理論を用いることで，戦後日本に

導入された政策のうち産業集積政策の慣性

が働き，産業集積地で労働力吸収の力が働

くことで人口集積をもたらしていると説明

できる（多田（2015a））。また，日本創生会

議・人口減少問題検討分科会（2014，19頁）

では，人口集中の要因を新古典派経済学の

マクロ経済的，社会政治的な説明であるプ

ッシュ・プル理論
（注2）
を用いている。すなわち，

地方の就業機会不足，景気低迷などによる

人口の押し出し（プッシュ）要因と都市部の

雇用吸収力の増大による引き込み（プル）

要因を挙げた。

一方で，近年，移住しようとする意識は

高まっているほか，移住者も増加しており，

少なくとも2000年代後半以降，人口移動を

めぐる構造変化の兆しがあると考えられる。

0.500

0.480

0.460

0.440

0.420
75年 908580 0095 141005

第1図　人口分布ジニ係数の推移

　

資料 総務省「国勢調査」「人口推計」「社会生活統計指
標」，農林水産省「世界農林業センサス」

（注） 人口分布ジニ係数（G）は以下の式で求められる。

 ai：人口密度（可住地面積ベース）がもっとも低い都
道府県からi番目の都道府県の可住地面積の国
内可住地面積に占める割合（％）

 pi：人口密度がもっとも低い都道府県からi番目の都
道府県までの累積人口割合（％）

G=1－　 ai（pi+pi－1）/10000∑

人口集中

人口分散
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の日本におけるＩターン者がそれ以前とは

異なる質であることを指摘し，藤山（2014）

や小田切（2014a）などは，若者が地方へ向

かいはじめている現象を，70年代以降の欧

州の実態（全国町村会（2014））になぞらえ

田園回帰と呼んでいる。そして，これらの

研究は，社会経済的環境や移住促進政策が

一定の効果を与えていることも指摘してい

る。
（注 2） プッシュ・プル理論は新古典派経済学の理
論で，人口移動研究において主に国際間や都市
－農村の移動を分析する枠組みとして，経済的，
社会政治的な格差が人の移動を生み出すとして
いる。プッシュ要因は，人口増加，雇用不足（あ
るいは余剰労働力），政治・宗教・民族的抑圧（難
民）など，ある地域・国から他地域へ移住する
動機で，プル要因は，労働力不足，広い土地，
雇用機会，政治・宗教・民族的自由など，ある
地域・国を移住先に選ぶ動機である。

（注 3） ライフスタイル移住は，広く引用されてい
るBenson（2009，p123）の定義によると「仕
事や政治的難民など伝統的に言及された理由で
はなく，生活の質（QoL）として広く述べられ
てきたことを理由に移住すること」としている。
長友（2015）は，この定義を受け，「個人の生き
方や生活の質に対する願望が移住の意思決定に
大きく影響を与えている現代的な移住と捉える
ことができる」とし，様々に議論されてきた新
しい移住を包含する概念と指摘した。

（2）　移住を取り巻く社会経済的環境の

変化と移住促進政策の強化

では，これまでみてきた人口移動をめぐ

る構造変化の兆しは，2000年代後半以前に

はみられなかった現象なのだろうか。また，

どのような社会経済的環境の下で移住促進

政策が展開してきたのだろうか。

そこで，筆者は，移住促進に関連する政

策と移住を取り巻く社会経済的環境を第３

図にまとめた。そして，これらの政策や環

るが，この増加は注目すべき変化である。

これらの調査によれば，13年度は鳥取県，

14年度は岡山県が，全国で一番多く移住者

を受け入れた県であることがわかった。

さらに，こうした人口移動をめぐる構造

変化の兆しは，新たな概念や研究結果をも

たらしている。例えば，先行研究に目を向

けると，生活の質を追い求めることを主因

とする人口移動を「ライフスタイル移住」

（lifestyle migratio
（注3）
n）と呼び，プッシュ・プ

ル理論だけでは表現しきれない日本におけ

る人口移動の要因を説明しようとしている

（須藤（2011），長友（2015），前村ほか（2015）

など）。また，須藤（2012）は，90年代以降
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第2図　09～14年度における45道府県移住者数
の推移と上位3県の内訳

（移住者数）　

資料 阿部・小田切（2015），小田切・中島・阿部（2016）を基に
筆者作成

（注） 下図は09～14年度で上位3県となった6県を表示し
た。グラフに表示されていない数値は，データが得られ
ていない。また，全市町村が回答していない県も含ま
れる。東京都，大阪府は調査対象外である。詳しくは，阿
部・小田切（2015），小田切・中島・阿部（2016）を参照され
たい。

45道府県合計

鳥取県

鹿児島県岐阜県長野県
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島根県
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構造変化しはじめる分かれ目に到達しよう

としているのである。

Ⅰは，60年代から80年代半ばまでで，国

土計画による地域拠点形成や地方の産業立

地政策が移住促進政策の性質を帯びたが，

移住促進が明示的には取り組まれなかった

時期である。全国総合開発計画（全総）や

新全国総合開発計画（新全総）の列島改造

ブームで地域の均衡ある発展や地域間格差

解消を目指すため，地方での工業開発によ

る雇用創出等の人口集中緩和策が移住促進

政策の性質を帯びていた。しかし実際に

は，第一次石油危機や景気後退局面などの

不況による都市部の雇用環境の悪化などの

影響で出稼ぎ労働者のＵターンや地方定住

境は，大きくⅠ～Ⅴの５つに区分できると

考えた。以下，Ⅰ～Ⅴを概観すると，移住

促進政策は60年代以降，人口集中緩和策が

移住促進政策の性質を帯びたものの，90年

代初めまで機能することはほとんどなかっ

たこと，90年代半ば以降，国，都道府県，

市町村が移住促進政策に取り組みはじめ，

強化されてきたことがいえる。また，60年

代後半には，社会経済的環境の変化に応じ

たライフスタイル移住が確認され，移住促

進政策によって移住を促されやすい人が早

くから存在していたことがわかる。すなわ

ち，人口移動をめぐる構造変化の兆しは60

年代後半から確認され，社会経済的環境の

変化や移住促進政策の強化によって徐々に

第3図　移住促進に関連する政策とその時代背景

フォーディズム 柔軟な専門化／ネオフォーディズム グローバリズム

新自由主義的構造改革

不況，就職氷河期

非正規雇用者数の増加

デフレ経済，人口減少バブル景気高度経済成長

ヒッピー運動

出稼ぎ労働者のUターン

有機農業・産消提携運動などの起こり

▼85年：プラザ合意（変動相場制導入） ▼08年：リーマン・ショック，「派遣切り」

▼73年：第一次石油危機

▼62年：全総「拠点開発方式」
▼97年：「新・農業人フェア」開始

▼02年：ふるさと回帰支援センター設立
▼08年～：総務省「集落支援員」

94年～：地球緑化センター「緑のふるさと協力隊」▼ ▼08～10年：農林水産省「田舎で働き隊！」

▼70年：過疎法

98年：21世紀の国土のグランドデザイン「参加と連携」▼

96～07年：国土交通省「地域づくりインターン事業」▼
▼87年：四全総「交流ネットワーク構想」
▼87年：総合保養地域整備法（リゾート法）

▼09年～：総務省「地域おこし協力隊」
▼11年～：農水水産省「田舎で働き隊」
※15年に地域おこし協力隊へ改称

▼08年：国土利用・形成計画，
　　　地域力創造プラン

▼15年：国土利用・形成計画

▼69年：新全総「大規模プロジェクト構想」
▼77年：三全総「定住構想」

▼79年：第二次石油危機

▼83年：書籍『すばらしき田舎暮らし』出版
▼87年：雑誌『田舎暮らしの本』発刊

▼97年：「定年帰農」『現代農業』
▼05年：書籍『若者はなぜ農山村に向かうのか』

▼15年：『シリーズ田園回帰』

▼95年：WTO設立

▼86年：労働者派遣法 ▼99年：派遣法改正 ▼11年：東北地方太平洋沖地震，
　原発事故（東日本大震災）▼04年：派遣法改正
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舎暮らし」という言葉が日本の書籍に登場

したのは，国立国会図書館のデータベース

を確認する限り，同書が初めてである。

Ⅱは，80年代後半から90年代初めまでで，

リゾート開発が地方への人口移動を促す性

質を帯びたが，この時期もⅠと同様に移住

促進が明示的に取り組まれなかった時期で

ある。第四次全国総合開発計画（四全総）や，

それに基づく総合保養地域整備法によって，

地方における多様な産業振興を推進する目

的でリゾート開発が進められ，これに伴う

就業者数増加への効果が，移住促進の性質

を持っていたといえる。実際，「スキー場な

どのリゾート地では脱サラ・ペンション経

営という移住者が増加」（小田切・筒井編著

（2016）89頁）し，「不動産物件ありきでの地

方移住が進むようになった」（前掲書）。

一方，バブル景気で農村部の不動産や別

荘が投機対象となる経済環境と，農村部に

セカンドハウスを持つことがステイタス

（井口（2012））となった社会環境とが相まっ

て，都市住民が余暇活動や定年後のライフ

スタイルの一つとして，リゾート化された

場所で生活を送るスタイルが流行した。

Ⅲは，90年代半ばから07年までで，国や

都道府県が移住促進政策に本腰を入れはじ

めた時期である。GATTからWTOへと国際

貿易体制が転換（95年）し，通信技術の目

覚ましい発展も相まってモノや情報がグロ

ーバルに行き交うグローバリズムの波が押

し寄せるなか，貿易自由化対策の一環であ

る農村振興策として新規就農の促進が掲げ

られたほか，21世紀の国土のグランドデザ

化の傾向が強まったのみで，移住促進効果

は限定的であった（吉川（2011））。

また，第三次全国総合開発計画（三全総）

では，大都市への人口と産業の集中を抑制

する一方，地方を振興し，過密過疎問題に

対処しながら，全国土の利用の均衡を図り

つつ人間居住の総合的環境の形成を図ると

いう「定住構想」を打ち出したが，地域産

業政策が不十分で人口集中の緩和は実現し

なかった（木村ほか（2015））。

一方で，今日の移住促進政策によって移

住を促されやすいライフスタイル移住を実

現した人がすでに存在していた時期でもあ

る。住宅双六に代表される理想的で画一的

なライフコースから，多様なライフコース

を受容する社会へ変容しはじめた。また，

ヒッピー運動や有機農業，産消連携や生協

運動など，既存の社会経済制度に対抗する

動きが顕在化した社会環境（小田切・筒井編

著（2016）88頁）と，フォーディズム的な画

一的大量生産から「柔軟な専門化／ネオフ

ォーディズム」による多様なニーズに対応

する生産へと移行し，雇用環境が不安定化

しはじめた経済環境（ノックス・ピンチ

（2013）24～30頁）とが相まって，自発的に

田舎へ移住し，新たな生活を営みはじめる

人が出現している（小田切・筒井編（2016）

97頁）。そして，83年に出版された『すばら

しき田舎暮らし』（石井慎二著）は，脱都市，

そして大量消費からの脱却を見据えたもの

で，ライフスタイル移住の概念に通じる観

点を持つことから，田舎暮らしが顕在化し

た証の一つといえる。書籍のタイトルに「田
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隊」（総務省，09年開始），「田舎で働き隊！」

（農林水産省，09年開始）といった若者世代

を田舎へ送り込む移住促進政策が始まり，

Ⅲの時期の移住促進政策に比べ，一歩踏み

込んだものであった。

この時期の経済社会環境は，リーマンシ

ョックを契機に発生した世界的な大不況の

なか，「派遣切り」という言葉も生まれるな

ど，これまで以上に都市で働くことが厳し

さを増し，若者世代が地方への就職も視野

に入れるという消極的な理由で地方に呼び

込まれる側面が強調されがちな時期である

（小田切・筒井編著（2016）92頁）。

Ⅴは，11年３月から現在まで，第二次安

倍内閣の目玉政策として地方創生が打ち出

され，政府，都道府県，市町村が，具体策

や数値目標を伴いながら移住を推し進める

体制が構築され，移住促進政策が強化され

た時期である。

また，11年３月に発生した東北地方太平

洋沖地震とそれに伴う津波・原発事故を経

験し，ライフスタイルを見直したいという

社会環境が，移住の動機につながった（小

田切（2014b）180頁）。田園回帰をテーマと

するシリーズ本が刊行されたことや，「田園

回帰」という言葉が政府白書にも登場した

ことも，移住に対する社会的な関心の高ま

りを象徴する出来事といえる。

経済環境はⅣの時期に比べ改善し，都市

部を中心に有効求人倍率がバブル期以来の

高水準に達している一方で，前述のとおり，

移住促進政策による移住者は増加傾向で，

雇用機会を求めて都市に向かう人の流れと

イン（第５次の全国総合開発計画）では「参

加と連携」による国土づくりを掲げ，４つ

の戦略の１つとして「多自然居住地域の創

造」がうたわれた。また新・農業人フェア

の開催（97年～現在）やふるさと回帰支援セ

ンター設立，「緑のふるさと協力隊」（NPO

法人地球緑化センター，94年開始），「地域づ

くりインターン事業」（旧国土庁，96年開始）

など，経済対策の一環（小田切・筒井編著

（2016）91～92頁）として国を挙げて移住促

進政策に本腰を入れはじめ，都道府県の政

策に反映された（井口（2012））。

この時期の社会環境として特徴的なのは，

バブル景気が崩壊して失われた20年といわ

れる構造不況へ突入したことである。度重

なる労働者派遣法の改正や日本経団連の

「新時代の日本的経営」ガイドライン発表

（95年）を受けた非正規雇用者数のさらなる

増加，また賃金の伸び悩みといった経済環

境は，都市における就労から農村での就農，

あるいは農山村への移住を後押しした（小

田切（2014b）194～196頁）。また，リタイア

層，団塊世代の大量退職を見据えた第二の

人生の選択肢として「定年帰農」（97年『現

代農業』）という造語が作られたほか，日本

労働組合総連合会の呼びかけにJA全中，生

協，経済界が応じ，「ふるさと回帰運動」の

取組みをスタートさせたが，これも当初は

中高年の移住を支援するものであった（小

田切・筒井編著（2016）90～91頁）。

Ⅳは，08から11年２月までで，国が踏み

込んだ移住促進政策を始めた時期である。

地域力創造プランのもと「地域おこし協力
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政策評価を実施するにあたり数値目標の設

定を求めていること，また，移住や人口の

社会増減に関する政策課題の記述は，後述

のとおり東京都を除く46道府県すべてで確

認されたことから，都道府県の移住促進政

策の比較にあたっては数値目標とKPIの設

定状況を用いた。なお，移住促進政策は地

域の実態を踏まえるため，市町村版総合戦

略における移住の位置づけや数値目標・

KPIは，都道府県版総合戦略のそれと異な

る可能性があることに留意しなければなら

ない。

まず，Webで公表されている地方版総合

戦略の本文をテキスト検索し，地方版総合

戦略における人口の社会増減および移住に

関する政策課題の設定，基本目標における

数値目標，または各施策における重要業績

評価指標（KPI）の設定状況を確認したとこ

ろ，第４図のとおり４つに区分できた。

人口流入の一番大きな東京都（区分Ｄ）

では，移住や社会増減に関する現状分析の

反対の動きが確認できる。そしてこの動き

は，特に若者世代を中心としていることが

特徴である（小田切・筒井編著（2016）15～

19頁）。

2　都道府県総合戦略における
　　移住の位置づけ　　　　　

（1）　46道府県で移住促進に取り組む方針

前節では，移住促進政策が地方創生によ

って一段と強化されたことを確認した。そ

の強化において，国は，まち・ひと・しご

と創生総合戦略で移住促進の数値目標を掲

げ，都道府県や市町村に対し，地域の実態

を踏まえた移住促進政策を求めている。

小田切・筒井編（2016，150～173頁）は，

移住者のハードルとして，なりわい（仕事），

コミュニティ関係，生活の拠点を挙げ，う

ち前者の２つは都道府県行政によるきっか

けづくりや仕掛けの必要性を指摘している。

藤山（2015，65頁）は，移住の取組みを「地

元，市町村，県の３段階で」取り組むべき

と指摘している。

本節では，こうした点を踏まえつつ，都

道府県における移住促進政策の内容を把握

するため，都道府県が16年３月までに策定

もしくは改訂した総合戦略（都道府県版総

合戦略）で，転入出超過数等を示す人口の

社会増減（以下「社会増（減）」という）や移

住に関する政策課題が設定されたかどうか，

また，社会増減，移住に関する数値目標や

KPIが設定されたかどうかを調べ，併せて

個別施策の記述も確認した。創生法では，

移住者数有
社会増減有

移住者数
のみ有

社会増減
のみ有

なし

なし

あり

第4図　都道府県版総合戦略における社会増減，
 移住の課題設定状況

資料 16年3月末までに公表・改訂された各都道府県版総合戦略を
基に筆者作成

移住・社会増減
に関する政策
課題の設定

移住者数・
社会増減の
数値目標

移住者数・
社会増減の
数値目標

C：5県

B：5県

A：36道府県

D：1都
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といった理由が考えられる。
（注 4） 移住者数のほか，地域おこし協力隊の受入
れ者数をKPIとした県も含めた。

（2）　都道府県で異なる移住促進に関する

施策のKPI

次に，都道府県版総合戦略に記載のある

移住促進に関する施策のKPIを，①認知支

援，②入口支援，③マッチング支援，④就

職支援，⑤定住支援の５段階に集約し，①

～⑤を移住・定住プロセス支援と名付けた

（第１表）。この５段階は，前出の小田切・

筒井編（2016，150～178頁）や，NPO法人

ふるさと回帰支援センターのWebなどを参

考に，筆者が支援を必要とする局面をまと

めたもので，これらの支援は段階を踏んで，

切れ目なく実施されるべきである。特に，

⑤定住支援は，「よそ者」として扱われやす

み記載があり，政策課題や数値目標に関す

る記述が確認できなかった。残りの46道府

県では，移住や社会増減に関する何らかの

目標が盛り込まれ，うち36の道府県で社会

増減，移住者数
（注4）
の両方（区分Ａ）で数値目

標・KPIが設定されていた。また，５県で

移住者数のみ（区分Ｂ），５県で社会増減の

み（区分Ｃ）数値目標・KPIが設定されてい

た。移住，社会増減に関する政策課題の設

定はあるものの，いずれかの数値目標・

KPIの設定がない区分Ｂ，Ｃの10県は，区

分Ａの36道府県に比べ，移住促進や社会増

減を設定しにくい何らかの理由がある可能

性を考慮すべきである。例えば，区分Ｂは，

社会減，もしくは社会増を当面避けられな

い，区分Ｃでは，人口の社会増が続いてい

るため移住者数を別途設定する必要がない，

名称 総合戦略で確認された主な数値目標，KPI

移
住
・
定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援 【移住需要を喚起する広報等】
PR映像再生回数，Webアクセス数，UJIターン相談登録者数

②入口支援 【具体的な相談，移住希望者との対面接触】
移住に関する相談件数，相談会・セミナーの開催回数

③マッチング支援
【実践的な移住経験】
二地域居住，お試し居住，暮らし体験ツアーの実施回数・参加者数
※観光を主としたもの，移住の需要喚起を意図する都農交流人口やグリーンツーリズム参加者数等
のKPIは除外

④就職支援
【仕事探しへの支援】
Uターン・移住による起業，域外（UJIターン）からの就職人数（希望者数を含む），プロフェッショナル人
材の確保人数

⑤定住支援
【移住者と地元住民とのかかわり合いの支援】
移住後のフォローアップに関する研修会，サポーター人員数，地域おこし協力隊終了後の定着率，中
間支援団体・移住者受入れ団体数

移
住
関
連
指
標

⑥空き家の活用 空き家への移住世帯数，空き家の提供戸数，空き家対策に関する計画策定市町村数
⑦流出防止 高校・大学卒業者の地元進学・就職者数
⑧ 農林水産業への
新規就業

新規就農者数，林業・漁業への新規就業者数
※UJIターン，地元出身の両方を含むため，④就職支援と区別

⑨企業誘致 新規企業立地，本社機能移転，政府機関誘致，またこれらに関連して創出される新規雇用者数
⑩愛着・満足度 住民アンケートによるもの，民間調査機関の公表結果（ブランドランキング，移住先希望調査等）

資料 　筆者作成

第1表　移住・定住プロセス支援および移住関連指標の内容一覧
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標として，⑥空き家の活用，⑦流出防止，

⑧農林水産業への新規就業，⑨企業誘致，

⑩愛着・満足度を移住関連指標とした（第

１表）。

そして，第１表に掲げた各都道府県の移

住・定住プロセス支援，移住関連指標にか

かるKPIの有無を調べ，前掲第４図で得ら

れた移住者数・社会増減の政策課題・数値

目標・KPIの有無に基づく４つの区分（Ａ～

Ｄ）とクロス集計して，第２表を得た。ま

い移住者が移住先社会と調和する点に力点

が置かれているととらえられ，これまで政

策上の関心が低かった（小田切（2014b）213

頁）移住者の定着を図る観点や政策の実効

性を評価できる指標として重要視したい段

階である。

加えて，住まいの確保や，域外への人口

流出防止，移住者に人気のある農林水産業

への新規就業，人口の呼び水となる企業誘

致，定住意志へとつながる意識調査等の指

移住者数・社会増減の数値目標
該
当
都
道
府
県
数

都道府県名（順不同）

移住・定住プロセス
支援に関するKPI設定率

移住関連指標の
KPI設定率

移住・定住プロセス
支援状況

①
認
知
支
援

②
入
口
支
援

③
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

④
就
職
支
援

⑤
定
住
支
援

⑥
空
き
家
の
活
用

⑦
流
出
防
止

⑧ 

農
林
水
産
業
へ
の

新
規
就
業

⑨
企
業
誘
致

⑩
愛
着
・
満
足
度

A：移住者数・社会増減ともにあり 36 36 47 39 64 17 44 72 81 97 36

①～⑤すべて 2 岩手県，鳥取県 100 100 100 100 100 100 100 100 100 0

①～⑤のうち4つ 2 茨城県，高知県 100 100 50 100 50 0 100 100 100 50

①～⑤のうち3つ 11

群馬県，山形県，山口県，山梨
県，静岡県，石川県，長野県，
島根県，兵庫県，北海道，和歌
山県

45 73 73 91 18 73 73 91 100 36

①～⑤のうち2つ 4
愛知県，岡山県，富山県，福島
県 25 25 50 75 25 25 50 75 100 50

①～⑤のうち1つ 14

愛媛県，沖縄県，岐阜県，京都
府，広島県，香川県，佐賀県，
三重県，大阪府，大分県，長崎
県，徳島県，栃木県，福岡県

21 29 7 43 0 36 71 71 93 29

個別KPIなし 3 滋賀県，新潟県，福井県 0 0 0 0 0 0 67 67 100 67

B：移住者数のみあり 5 20 40 20 80 40 20 80 60 80 40

①～⑤のうち4つ 1 秋田県 0 100 100 100 100 100 100 100 100 100

①～⑤のうち3つ 1 鹿児島県 100 0 0 100 100 0 100 100 100 0

①～⑤のうち1つ 3 宮崎県，宮城県，青森県 0 33 0 67 0 0 67 33 67 33

C：社会増減のみあり 5 40 40 0 40 0 40 60 100 100 60

①～⑤のうち2つ 2 神奈川県，千葉県 100 50 0 50 0 50 0 100 100 100

①～⑤のうち1つ 2 熊本県，埼玉県 0 50 0 50 0 0 100 100 100 0

個別KPIなし 1 奈良県 0 0 0 0 0 100 100 100 100 100

D：移住者数・社会増減なし 1 東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総計 47 34 45 32 62 62 17 40 70 79 94

資料 　第4図に同じ

第2表　都道府県版総合戦略における移住者数のKPI有無別移住・定住プロセスの支援状況
（単位　都道府県，％）
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と，多くの道府県で⑦流出防止，⑧農林水

産業への新規就業，⑨企業誘致に関する

KPIを設定している。いずれも従来から取

り組まれてきた取組みであり，比較的容易

にKPIを設定可能だったと考えられる。空

き家に関する取組みは，移住の取組みに関

連させる形で積極的にKPIを設定していた

府県が多かった。⑩愛着・満足度は，岩手

県，鳥取県といった移住・定住プロセス支

援にきめ細かなKPIを設定している県で，

住民意識（愛着，満足度，定住意志等），外部

調査機関のランキング等をKPIに設定して

いない点が特徴である。どんなに住民意識

や外部からの評価が高まったとしても，こ

れまで本稿で議論したとおり，人口移動は

社会経済的環境やライフスタイルの変化な

ど様々な理由で発生してきたという経緯を

踏まえ，あえてKPIとしなかった可能性を

指摘できる。

KPIとは別に，「移住」「Ｕターン」「定着」

といった移住促進政策に関連するキーワー

ドで地方版総合戦略を検索すると，個別の

KPIを設定していないものの，実施予定の

個別の事業・施策名に①認知支援～⑤定住

支援に該当するものが散見されていたこと

は強調しておきたい。例えば，宮城県では，

移住者数のKPIを「みやぎ移住サポートセ

ンター」を通じたUJIターン就職者数とし

ただけで他のKPIは存在しないが，②入口

支援や③マッチング支援に関する取組みを

推進すると総合戦略に明記されている。

ず，第２表の区分Ａに注目する。岩手県と

鳥取県は，移住・定住プロセス支援の５段

階すべてでKPIを設定している。両県とも，

移住促進政策を地方創生以前から積極的に

取り組んでいる地域であり，きめ細かな数

値目標が設定されたと考えられる。他の区

分と比較すると⑤をKPIとして設定してい

ることが特徴的で，移住者が移住先の地域

社会に調和し，定着できるような仕組みを

構築しようとする姿勢の表れと評価できる。

なお，以下の２県は区分Ａには属さない

が，岩手県，鳥取県と同様に評価できると

判断した。秋田県では，①認知支援のKPI

設定はないものの，情報発信強化に関する

具体策の記載がみられたこと，②入口支援，

③マッチング支援，④就職支援，⑤定住支

援の４段階でKPIが設定されていた。また，

鹿児島県では，②入口支援，③マッチング

支援にかかるKPIの設定はないものの，主

な施策に②入口支援に該当する相談支援が

総合戦略に盛り込まれていた。ただし，③

マッチング支援については，市町村の取組

みを支援するのみで，踏み込んだ記述は確

認できなかった。

前述以外の区分Ａに該当する道府県では，

②入口支援，④就職支援がKPIとして設定

される傾向で，移住者の移住相談と就業支

援に力点が置かれている。また，秋田県，

鹿児島県以外のＢ，Ｃに該当する県では，

①認知支援，②入口支援，④就職支援の支

援が中心で，③マッチング支援や⑤定住支

援をKPIとする県はなかった。

移住関連指標のKPI設定率に目を向ける
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3　鳥取県鳥取市における移住
　　促進政策の展開　　　　　

全国的にみても移住者数が多く，また細

かなKPIの設定がみられる鳥取県は，地方

創生が開始される前から移住促進政策が先

行して実施されている都道府県の一つであ

る。また，移住促進の取組みは市町村の動

向と併せて検討する必要がある。そこで，06

年９月から移住促進に取り組んでいる鳥取

市を事例に，人口移動をめぐる構造変化の

兆しのもとで移住促進政策がどのように展

開されてきたかを振り返り，これを踏まえ

て総合戦略で位置づけられた移住促進政策

を検討する。なお，この分析にあたり，鳥

取県，鳥取市，ふるさと鳥取県定住機構へ

聞き取り調査を行った。

（1）　鳥取県および鳥取市における移住

促進政策の契機

鳥取県の位置する中国地方は，地方都市

や農村で構成され，大都市への労働力供給

地としての性格を持つ。総務省「人口推計」

によれば，鳥取県では88年に総人口のピー

クを迎え，人口減少局面へ突入した。

鳥取県では人口流出対策として，産業誘

致や雇用対策などを展開し，その対策の一

つとして，95年，公益財団法人ふるさと鳥

取県定住機構を設立した。設立当初は，就

職先の紹介支援を通じて，若者の県内就職

を推進したが，里帰り就職の支援から移住

定住支援まで事業内容を徐々に拡大してき

た。11年以降，県から移住定住サポートセ

ンターの業務を受託したことで，住居，職

業の紹介や相談先の一本化を図るワンスト

ップ窓口の機能を持つようになった。

一方，鳥取市が移住に取り組むようにな

った契機は，04年11月の合併とその後の人

口減少で，人口が自然増（出生者数が死亡者

数を上回ること）・社会増から自然減・社会

減に転じたのも2000年代半ばである。鳥取

市は，周辺８町村（国府町，福部村，河原町，

用瀬町，佐治村，気高町，鹿野町，青谷町）と

合併し，山陰地方で初めて人口が20万人を

超えたが，その翌年には人口減少に転じた。

合併計画では人口増加を見込んだため，移

住促進政策を展開する契機となった。

鳥取市は，ライフスタイル移住を実現し

やすい諸条件が多くみられる。例えば都市

から農村まで，あるいは海岸付近から平野，

そして山村までをカバーする恵まれた地理

的条件を持ち，多様な移住定住ニーズを受

け入れる素地が備わっている。また，移住

希望者に人気の温泉施設が至近であるほか，

豊富な食材，安い物価，高速道路開通など

に伴う関西圏などへのアクセス改善など，

移住を決断するうえでの好材料が多くみら

れる。一方，買い物や通勤・通院などで自

家用車に依存せざるを得ない地域が多いほ

か，積雪地域であることを考慮しなければ

ならない点が特徴である。

（2）　移住促進政策の重層性と支援体制

の構築

鳥取市の移住促進政策は，市単独の取組
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06年以降継続している。実施事業は第４表

にまとめたとおりで，移住に関する情報発

信，検索ポータルの開設，関東や関西での

開催を含む定期的な相談会の実施，お試し

移住機会の提供，職業マッチング，起業・

農林漁業への就業支援，不動産情報の提供，

移住するうえでの金銭的支援，などである。

前述した移住・定住支援プロセスに当ては

めると，①認知支援～⑤定住支援のすべて

を含む手厚い支援が特徴で，移住関連政策

である⑥空き家の活用や⑧農林水産業への

新規就業も取り組まれている。

特に鳥取市では，移住者が移住先社会に

いち早く溶け込める体制の強化を目指し，

空き家管理を含む包括的な移住支援組織の

活動支援を重視している
（注5）
。この取組みは，

移住・定住プロセス支援の中で特に重要視

したい⑤定住支援に該当し，移住者を受け

入れる地元住民が市の移住促進政策に関与

し，移住者と移住先社会との調和を目指し

みではなく，他の関係者・団体と連携しつ

つ，役割分担を明確にしながら，重層的な

政策スケールの組合せによって展開してい

る（第３表）。すなわち，立法や方針策定は国

レベル，県外折衝や市町施策支援は鳥取県

レベル，移住条件整備や移住者フォローは

各市町村レベル，移住者の実際の受入れは

町内会やまちづくり協議会レベルで実施さ

れていることである。重層的な支援体制を

構築することで，移住希望者が抱える諸問

題を一つずつ取り除き，移住を促進してい

ると考えられる。こうした連携や重層性は，

藤山（2015）や小田切・筒井編（2016）が指

摘するように，都道府県間の移住において

必要不可欠な支援体制であると考えられる。

（3）　移住促進政策の継続性と切れ目の

ない移住・定住プロセス支援

鳥取市では，移住の需要を掘り起し，定

住にこぎつけるまでの切れ目のない支援を，

主体 主な役割 具体的な内容

国および関連団体 立法（方針），予算措置，広報（移住に対する
意識の醸成）

・地方創生関連事業の推進
・移住定住ポータルの運用
・広報活動

鳥取県 県事業の策定，予算措置，広報（鳥取県の
PR），市町村間の連絡調整

・政策立案
・広報活動
・市町村への助成金交付

（公益財団法人）
ふるさと鳥取県定住機構 県事業の実施，広報（鳥取県のPR）

・県の事業実施主体
・ワンストップ相談窓口の提供
・広報活動
・移住定住ポータルの運用

鳥取市
市事業の策定，予算措置，広報（鳥取市の
PR），移住者・移住先集落や町内会との
連絡調整

・町内会，集落等との橋渡し役
・移住希望者の対応
・広報活動
・ワンストップ相談窓口の提供

NPO，まちづくり協議会，
町内会等 移住者の受入れ，まちづくり ・空き家の提供，仲介，管理

・移住者に対する物心両面のサポート
資料 　聞き取り調査を基に著者作成

第3表　公的機関および住民組織による重層的な支援
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年以降増加し続けており（第５図），鳥取市

の移住促進政策が移住者数の増加・定着に

寄与していることが考えられる。移住世帯

の過半は10～30歳代で構成され，年々その

ている姿勢が読み取れる。実際，移住者が

住み続けている割合を示す定着率は比較的

高いことが推測され
（注6）
，移住促進政策が移住

者の定着まで支援できている具体的事例と

いえる。
（注 5） 政策内容やお試し住宅の写真については，
多田（2015b）を参照されたい。

（注 6） 鳥取市が定期的に発送する移住者向け交流
会の案内郵便が返送率 1割未満（宛名不明によ
るもの）である点に着目して定着率を推定。転
送は考慮していない。

（4）　若者中心に増加し続ける移住者

こうした政策や体制の下，鳥取市におけ

る移住相談に関する窓口対応のべ件数，相

談登録者数が増加するとともに，鳥取市外

から同市へ転入する移住者・世帯数は，06

分類 事業期間 事業名

移
住
・
定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援 15年7月 ‒現在 Uターン支援登録制度

②入口支援
06．9　 ‒現在 定住促進・Uターン相談支援窓口
16．1　 ‒現在 移住・交流情報ガーデン

③マッチング支援
07．6　 ‒現在 お試し定住体験施設

市街地2戸，農村平野部4戸，農山村部3戸　
11．4　 ‒現在 鳥取暮らし体験ツアー事業

④就職支援
07．1　 ‒現在 UJIターン希望者無料職業紹介
13．4　 ‒ 15．3 UJIターン若者就職奨励金

⑤定住支援
09．1　 ‒現在 鳥取ふるさとUI（友愛）会
13．6　 ‒現在 移住定住空き家運営業務委託事業

移
住
関
連

⑥空き家の活用

07．4　 ‒現在 UJIターン者住宅利活用推進事業
※空き家改修に対する補助事業　

統
合

07．4 ‒ 住宅支援（住宅取得補助）
14．4 ‒ 家財道具処分支援（空き家内の不要家財処分費補助）　

13．6　 ‒現在 （再掲）移住定住空き家運営業務委託事業
⑧ 農林水産業への
新規就業 09．4　 ‒現在 とっとりふるさと就農舎（就農研修）

その他
14．4　 ‒現在 地域おこし協力隊（※総務省事業）
15．7　 ‒現在 鳥取市の環境が移住定住者の健康に与える影響に関する調査
16．1　 ‒現在 鳥取市へようこそようこそ奨励金交付事業

資料 　鳥取市提供資料，聞き取り調査を基に筆者作成
（注） 　事業分類の○数字は第2表のもの。16年3月31日現在の情報に基づく。

第4表　鳥取市における移住促進政策とその分類
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資料 鳥取市提供資料を基に筆者作成

第5図　鳥取市における移住関連指標の推移

06
年
度

07 08 09 10 11 12 13 14 15

相談登録者数（世帯）

窓口対応延べ件数
（右目盛）

移住者数

移住世帯数
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（5）　鳥取市の総合戦略における移住の

位置づけと今後の課題

第５表では，鳥取県および鳥取市総合戦

略における移住促進に関するKPIの設定状

況を取りまとめた。これをみると，鳥取県，

鳥取市ともに，移住促進に関するKPIがき

め細かく設定されており，県も市もこれま

で以上に移住者受入れを強化する方針と受

け止められる。また，これまで実施してき

た事業を継続・発展させる内容が多い点も，

移住に先行して取り組んできた強みを生か

せたと考えられる。

鳥取市における「移住定住者数（＝移住

者数）」の目標数値はやや野心的な設定にも

思えるが，これまで取り組んできた蓄積を

生かして，移住者獲得の取組みを展開する

だろう。その際，KPIに定着率を加えるこ

とができれば，移住者が定住できていると

いう点で，移住促進政策の実効性をより適

切に評価できるであろう。

割合が高まっている点が特徴である（第６，

７図）。移住世帯の前住地をみると，関西圏

と関東圏で過半を占める一方，近隣県から

も移住していることがわかる（第８図）。ま

た，移住世帯の57.6％がＵターンで，残りが

JIターンで構成される
（注7）
ことから，鳥取市で

生まれ育った人もそうでない人にとっても，

移住促進政策や地理等の諸条件が移住者に

とって好ましいものといえるのではないか。
（注 7） 鳥取市への聞き取り調査による。15年 6月
末時点でＵターンは864世帯中497世帯，JIター
ンは367世帯。
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資料 第5図に同じ

第6図　移住世帯に占める若者世帯の割合

06
年
度

07 08 09 10 11 12 13 14 15

若者世帯割合（右目盛）
40歳代～世帯数
10～30歳代世帯数

第7図　移住世帯の年齢構成

合計
973世帯

10代
（8世帯）

20代
（343）

その他
（306）

若者
（667）

30代
（316）

40代
（111）

50代
（70）

60代
（101）

70代
（24）

資料 第5図に同じ
（注） 16年3月末時点の累積。

第8図　移住世帯の前住地

合計
973世帯

大阪府
（182世帯）

兵庫県
（125）

京都府
（48）

東京都
（111）

島根県
（33）

広島県
（49）

鳥取県
（39）
岡山県
（43）

神奈川県
（32）

福島県
（48）

その他
（263）

その他
（475）

関西圏
（355）

関東圏
（143）

資料 第5図に同じ
（注） 16年3月末時点の累積。関西圏，関東圏は，提供され

た資料を基に再集計した。そのため，その他に千葉県
等，関東圏，関西圏に含めるべき世帯数が含まれる。
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は，田園回帰ともいえる人口移動をめぐる

構造変化の兆しに対し，国，都道府県，市

町村が積極的に支援すべきことを指摘して

いる。しかし，全国各地で移住促進に関す

る取組みが開始され，地方版総合戦略には

何らかの形で移住に関するKPIが設定され

たことに伴い，全国各地で移住者獲得をめ

4　移住促進政策が直面する
　　当面の課題　　　　　　

（1）　KPI設定で懸念される移住者獲得

競争

藤山（2015）や小田切・筒井編（2016）

鳥取県 鳥取市
指標 現状→目標（KPI） 指標 現状→目標（KPI）

基本目標
社会増減 1,109人→転出超過を5年かけて半減さ

せ，その5年後に転入転出者数を均衡 （人口目標あり）

移住者数 1,246→6,000人
（15～19年度） 移住定住者数 200→1,１00世帯

351→2,000人以上

移
住
・
定
住
プ
ロ
セ
ス
支
援

①認知支援
・ Uターン情報の受信者数
（SNS等）　
・ とっとり仕事・定住バンク登録
者数

なし→1,500人

4,000→8,000人
・ Uターン支援登録制度
（定期的な情報提供）　 なし→5,000人以上

②入口支援 ・ 移住定住促進専任相談員の
人数 11→25人 ・ 官民協働による首都圏等

の相談会の開催 なし→年4回以上

③ マッチング
支援

・ お試し住宅，短期滞在施設の
棟数 21→30棟 ・ お試し体験住宅開設数 8→13棟

④就職支援
・ 県外大学進学者の県内就職
率（県出身者が多い大学）　
・ 県外学生の県内企業へのイ
ンターンシップ参加者数

29.5％→40％

10→200人

・ とっとり若者インターンシ
ップ事業を通じた就職率
・ 関西圏の大学への就業
案内・田舎暮らしのPR
・ 県外からの転入，就職者
数

69.7％→80％以上

なし→6校以上
      （大学説明会開催）
10→55人（5か年累計）
 

⑤定住支援 ・ 移住者受入地域団体数 5→20団体
・ 移住者交流会の開催
・ 移住定住コンシェルジュ
配置

1→4回（年）
なし→3人

関
連
政
策

⑥空き家の活用 ・ 空き家・空き店舗利活用のための年間マッチング件数 111→200件 ・ 空き家登録件数
・ 空き家運営業務委託数

19→50件以上
1→5地域以上

⑦流出防止 ・ 10歳代・20歳代の転出超過数
・ 県内大学生の県内就職率

1,259→600人
34.2％→44.3％

・ 市内就職情報配信するサ
ポート制度
・ 市内企業への就職希望者
に対する奨励金等の支給

なし→登録者数700人

なし→50人（就職者数）
　

⑧ 農林水産業へ
の新規就業

・ 農業新規就業者数
・ 林業新規就業者数
・ 漁業新規就業者数

148→1,040人
85→560人
33→200人

・ 新規就農者 9→15人

⑨企業誘致

・ 裾野の広がりを持つ特定製造
業(自社で企画開発・製造・組立・
完成を行う製造業)の立地件数
・ 本社機能移転，製造・開発拠
点集約企業の立地件数
・ ニッチトップ認定企業の立地
件数
・ 中山間地域への立地件数

2→5件

7→10件
（15～19年度） 
1→20件

6→5件

・ 補助事業指定企業件数 20→75件以上
      （5か年累計）

⑩愛着・満足度 なし 小中学校の教育施策に関連項目あり
資料 　鳥取県「鳥取県元気づくり総合戦略」（平成27年10月），鳥取市「鳥取市創生総合戦略」
（注） 　現状，目標（KPI）ともに総合戦略に記載の数字を転載した。現状は14年もしくは14年度を指すが，一部指標は10～14年（度）の累積

であった。

第5表　鳥取県および鳥取市総合戦略の移住促進に関するKPIの設定状況
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マッチが起こり，あるいは移住先社会にお

ける「よそ者排除」の作用で，移住に失敗

する事例は多く報告されている。こうした

ミスマッチを生まないよう，移住者，移住

先社会，それらを橋渡しする役の三者が，

十分に考え方をすり合わせる必要がある。

そのためにも，地元住民の協力は必要不可

欠である（牧山（2015））。

おわりに

私たちは，様々な力学の帰結としてある

場所に住まう。そして，住まいの場所は人

間存在の基礎であり，アイデンティティを

与える（レルフ（1999））。そのため，人びと

は住まいを容易に移動できないものである。

それ故，移住促進政策は，潜在的な移住ニ

ーズを顕在化させ，容易でないはずの移動

を実現する起爆剤としての機能を果たして

いる。

政策は一般に，社会経済的環境や時代の

要請と共振すると，社会を大きく変えるう

ねりとなる。日本社会は，いまだかつてな

いほど多様なライフコース，ライフスタイ

ルを許容でき，また，それを支援する移住

促進政策が目白押しであることを踏まえれ

ば，人口移動をめぐる構造変化の兆しは，

やがて変化のうねりとなる可能性を秘めて

いる。このうねりを生かせるかどうかが，

地域の持続・活性化に関する諸問題への解

決に影響を与えていくだろう。

ぐる競争激化が懸念される。また，長く定

住する住民よりも，住宅取得や就職あっせ

んなどで移住者が厚遇されるケースも起こ

りうる結果，移住先で肩身の狭い思いを強

いられ，移住先での定着に失敗する可能性

も生じていることには警鐘を鳴らしたい。

移住で最も大切なことは，移住者が移住

先の社会に溶け込むことである。そのため，

本稿では移住促進政策において，定住支援

を重要視してきた。鳥取県，鳥取市ではと

もに移住者数の目標を掲げている一方で，

移住先の住民も納得する定着できる移住者，

地域の担い手たり得る移住者を得たいとい

う考えのもと，移住促進政策を実施してい

る。移住促進政策で先行する地域からは，

移住者と移住者を受け入れる社会とが調和

し，ともに歩んでいけるような移住促進政

策のあり方を参考にしたい。

（2）　地域活性化への期待と求められる

移住者と移住先社会との調和

高木（1999）や株木ほか（2008）は，移

住先社会が移住者に対し，地域の維持・活

性化への期待を寄せていると指摘している。

また，小田切ほか（2015）は，移住する人

の質的側面に着目する必要を指摘しつつも，

「人財」が人口流出に苦しむ地域や過疎化

で集落機能の維持困難に直面する地域を活

性化させる存在として注目している。

一方で，移住者が移住先に対しある種の

期待や価値観を求めるあまり，あるいはこ

れまでの生活文化とは異なる地での生活に

適応できず，移住先社会と移住者とのミス
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